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１．はじめに 

令和２年第１回新ひだか町議会定例会の開会にあたり、町政執行

に対する私の所信を申し上げます。 

 

私が町長に就任してから、まもなく２年が経過し、任期４年間の

折り返し地点を迎えようとしています。 

 

この間、私なりに様々な場所に足を運び、この目で現状を見て、

関係する方々のお話なども伺ってまいりましたが、どの分野も非常

に厳しい状況に置かれている中、有効な解決策がなかなか見つから

ず、日々様々なことに苦しんでおられると、率直に感じているとこ

ろであります。 

 

それは、町政運営においても例外ではなく、急激な人口減少や少

子高齢化により厳しい状況が続いている中、これらが招く新たな課

題への対応など、行政が担うべき役割は日に日に複雑・困難化して

いるところであり、まちづくりの舵取りとしては、常に難しい判断

が求められています。 

 

 恐らくこの状況を一気に改善できるような特効薬はないと思いま

すが、現状を悲観していても何も変わりませんし、どんな課題にも

必ず解決の道はあると信じていますので、これまで以上に前向きな

姿勢で取り組んでいきたいと考えています。 
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２．町政に臨む基本姿勢 

昨年の町政執行の中で、私は『将来に向けた「備え」をしっかり

と整えていく』と申し上げました。 

 

 あれから一年、その成果をすぐに示せる状況にはなっておりませ

んが、大きな課題であった「介護サービス事業と病院事業の経営改

善」や「町直営業務の民間委託化」などの改革に着手しているとこ

ろであります。 

 

 様々な事情が絡み合う中、これらの改革を思ったとおりに進める

ことは容易ではありませんが、将来に向けて一歩前に踏み出すこと

ができたと考えていますし、これらが着実に成果を上げていくこと

により、厳しい情勢を耐えるだけではなく、明るい将来に向けて様々

な事に挑戦していくことのできる状況を作り出せるのではないかと

考えています。 

 

 従いまして、令和２年度の町政執行については、引き続き「備え」

の意識を持ち、徹底した行財政改革に取り組みながら、町としての

体力をしっかり付けていきたいと考えていますが、町を取り巻く諸

課題の中には、時間的猶予がない事案もたくさんありますし、取り

組むべきタイミングなどもございますので、国や北海道、近隣町な

どと効果的に連携しながら、できる事から着実にアクションを起こ

していきたいと考えています。 
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３．基本政策 

 今申し上げた基本姿勢に基づき、町民の皆様から託された町政運

営を、６つの基本政策を柱として進めていく所存であり、これらに

係る考え方や方向性などをこれから申し述べます。 

 

 

（1） 町政運営の透明化                   

 まず１点目は、「町政運営の透明化」であります。 

 

 町政運営の透明化にあたっては、昨年も申し上げているとおり、

町が取り組む各種事務事業が「何のため、誰のためか」、「費用に対

しての効果はどうか」、「行政と民間の役割はどうか」というような

根本の部分について、町民の皆様にしっかりと説明責任を果たせる

ことが大前提であると考えています。 

 

そのためにも、多くの町民の皆様にまちづくりの現状を知っても

らうことが大きな要素になるものと考えていますので、町広報誌、

ホームページ、ＳＮＳなどの情報発信媒体を積極的に活用しながら、

今まで以上に効果的な情報発信に努めてまいります。 

 

 また、情報発信だけではなく、町民の皆様の声に耳を傾け、その

ニーズを敏感に把握・分析しながら取り組んでいくことも重要であ

ると考えていますので、まちづくり懇談会や出前講座などの広聴機

会を活用しながら、町民の皆様、関係団体の皆様等との対話の機会
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づくりに努めてまいります。 

 

まちづくりを進めるうえで重要な要素となる町財政につきまして

は、「新財政計画」に基づき、財政健全化に向けて「節約＝歳出予算

の減額・抑制」、「貯金＝基金残高の増額」、「借金を少なく＝町債の

残高減少」の三つの目標に向けて色々なやりくりを行っていますが、

人口減少などにより、税金や地方交付税などの収入が減少していく

中、限られた収入の使い道として、より効率的で効果的な使い道を

考え、「今必要な事」や「将来的に必要な事」へ対応していくため、

行財政改革など不断の努力が不可欠と考えています。 

 

 そのため、恒常的な赤字負担等が生じている特別会計・企業会計

については、会計の透明化とその経営改善に向けた対応策への準備

を進めてまいります。 

 

 特に、介護サービス事業と病院事業については、経営改善に向け

た取組が急務であることから、恒久的な赤字を縮減し、安定したサ

ービス提供を維持していくための「経営改善基本方針」に基づき、

着実に協議・検討を進めてまいります。 

 

また、簡易水道事業及び下水道事業については、経営状況を的確

に把握し、より効率的な事業運営を図っていくことを目的に、国か

らの要請を踏まえながら地方公営企業法の適用に向けて準備を進め

るとともに、簡易水道事業については、水道事業との統合について
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も研究・検討を進めてまいります。 

 

 さらに、住民ニーズへの柔軟な対応とサービスの質的向上を図る

とともに、行政経費の縮減をより積極的に推進するため、民間活力

の利用拡大にも努めてまいります。 

 

 将来的な財政負担の軽減などを図るため、引き続き、公共施設等

の統廃合を含めた計画の推進に努めるとともに、未利用財産、遊休

財産等については必要性を検討し、将来的に公的・公共的活用が見

込めない場合には、民間への売却を含めながら、公有財産の有効活

用に努めてまいります。 

 

 また、温室効果ガスの排出量や経費を削減するため、町有施設の

ＬＥＤ化についても継続して積極的に取組を進めてまいります。 

 

 

（2） 基幹産業の強化                    

 ２点目は、「基幹産業の強化」であります。 

 

 農業については、日米貿易協定やＴＰＰ１１
イ レ ブ ン

等の大型国際貿易協

定の発効により、取り巻く環境は、かつてない国際化、自由化の時

代となります。 

 

 このような時代の変化にも柔軟に対応しながら、生産基盤の強化
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を確実に進め持続性のある力強い農業の実現を目指すため、まずは、

次代を担う経営感覚に優れた農業者の育成・確保を最重要課題と位

置づけ、指導農業士・農業士の発掘や経営継承の仕組みづくりを含

めた、多様な人材が就農できる担い手対策に取り組んでまいります。 

 

 また、農産、畜産の各作目の生産性の向上、所得の向上による経

営の安定化を図るため、国が策定する「食料・農業・農村基本計画」

や「ＴＰＰ等関連政策大綱」に基づいた家族経営や中小規模農家を

重視した国、道の支援策を活用するとともに、産業振興事業や基盤

整備事業などを継続しながら、農業関係団体による主体的な取組を

支援してまいります。 

 

 軽種馬関連については、北海道市場での売却率、ホッカイドウ競

馬の売上げが共に好調に推移しておりますが、引き続き、馬産地と

しての必要な支援を講じてまいります。 

 

林業・林産業については、新ひだか町森林整備計画及び森林経営

計画に基づき、適正かつ計画的に造林や保育を推進するため、積極

的に補助造林事業や分収造林事業に取り組むとともに、森林環境譲

与税を有効に活用しながら森林整備を進めることにより、安定した

雇用創出や健全で優良な森林資源の確保に努めてまいります。 

 

水産業については、漁家経営の安定と所得の向上のため、漁業資

源が豊かに育める漁場環境の維持・保全に努めるとともに、資源増
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大のための栽培漁業など漁業関係団体による主体的な取組を支援し

てまいります。 

 

また、生産拠点となる漁港については、防波堤などの整備による

港内静穏の向上や施設の長寿命化対策による安全な漁港づくりを要

請していくとともに、漁港版業務継続計画の策定・運用により、防

災・減災対策に取り組んでまいります。 

 

商工業については、本町の多様な地域資源を活用した特産品開発

や販路開拓等への取組を、新ひだか推奨品制度やふるさと応援寄附

制度などを効果的に用いて後押しするとともに、地域での新たな創

業や雇用の創出に向けて、関係団体及び事業者等と連携協力した取

組を進めてまいります。 

 

 

（3） 防災対策の強化                    

 ３点目は、「防災対策の強化」であります。 

 

近年の異常気象は、５０年に一度、１００年に一度といった大規

模な災害が頻繁に発災し、その被害を未然に防止することは非常に

困難になっています。 

 

 また、被害を最小限にとどめるためには、普段から災害に備える

とともに、防災力を高めていくことが重要であります。 
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 この防災力を高めるには、自らの身は自らが守る「自助」、地域で

助け合って自分たちの地域は自分たちで守る「共助」、行政が行う「公

助」の３つをしっかりと機能させる必要があります。 

 

 そのため、地域での防災訓練や防災講話などの出前講座を通じ、

個々の防災意識の向上を図りながら、自治会単位を基本とする自主

防災組織の設立による地域の協力体制をさらに推し進めるとともに、

災害に強いまちづくりの推進のため、「人命の保護」、「機能の維持」、

「被害の最小化」、「迅速な復旧復興」を基本目標として策定を進め

ている新ひだか町強靭化計画に沿って的確に対応してまいります。 

 

 また、災害発生時においては情報共有が最も重要であることから、

緊急速報メールなどを活用した情報発信機能の強化を引き続き行う

とともに、老朽化した防災行政無線については、令和４年度からの

デジタル化運用に向けて、本年度から本格的な整備工事に着手して

まいります。 

 

さらに、減災対策として、恒常的に氾濫や土地の冠水を繰り返す

河川における埋塞土除去や、道路施設の長寿命化対策により施設の

機能改善を図り、いつ発生するか分からない災害に対して、町民の

皆様の安全確保が図られるように取り組んでまいります。 
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（4） 子どもたちの健全育成                 

４点目は、「子どもたちの健全育成」であります。 

 

教育行政の具体的な執行方針につきましては、別途教育長から申

し上げますが、本町の教育大綱に掲げる基本目標「町の将来を支え

る心豊かな人づくり」の実現に向けて、教育委員会と連携のもとに

施策の推進に努めてまいります。 

 

学校教育においては、将来を担う子どもたちが、激しい社会の変

化の中で、様々な課題を解決していくために必要な資質・能力を身

に付け、心豊かでたくましい人材へと成長していくことができるよ

う、新学習指導要領に基づく新しい教育の推進はもとより、コミュ

ニティスクールの積極的な導入などにより、学校・家庭・地域社会

及び行政機関が相互に連携して、地域全体で学校における教育活動

の一層の充実に取り組んでまいります。 

 

また、グローバル化が急速に進む現代社会において、国際感覚や

共生の意識を持った人材の育成がますます重要であることから、外

国語でのコミュニケーション能力の向上を図るため、外国語教育の

より一層の充実に取り組むとともに、長年続く姉妹都市レキシント

ン市との青少年交流の新たなステップとして、ケンタッキー大学へ

の短期留学プログラムの実現に取り組んでまいります。 

 

加えて、国内外の姉妹都市・友好市町との繋がりなどを大切にし
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ながら、町民の皆様とともに子どもたちへの国際交流・異文化交流

の機会を継続的に提供してまいります。 

 

社会教育においては、子どもたちに学ぶ喜びや自ら学び続ける意

欲を培うため、社会教育施設の活用や社会教育事業の実施を通して、

主体的に様々な体験活動や芸術・文化活動に取り組む場や機会の提

供に努めてまいります。 

 

社会体育においては、心身ともに健全な子どもたちを育成するた

め、関係団体との連携を図りながら積極的にスポーツ活動を展開す

るとともに、スポーツ環境の整備・充実に努めてまいります。 

 

町は今、少子高齢化や過疎化の進展により、様々な分野で担い手

不足が生じるなど、先行きを見通すことが難しい状況を迎えている

中にあって、新ひだか町の将来を担う子どもたちが、自分たちの住

むふるさとへの愛着や誇りを持ち、有為な人材として成長していく

ことができるよう、長期的な視点を持って「人づくり」のための様々

な施策を推進してまいります。 

 

その中でも特に、本町の基幹産業であり地域の魅力でもある「馬」

を人づくりの軸に据え、子どもたちに自然豊かな本町の魅力に触れ

る機会を積極的に提供していくことにより、生まれ育った町に対す

る愛着を醸成し、地元への定着へと繋げていけるよう、生産者や関

係団体等と連携を図りながら、引き続き取組を進めてまいります。 
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（5） 生きがいの持てる地域づくり              

 ５点目は、「生きがいの持てる地域づくり」であります。 

 

 町民誰もが住み慣れた地域でゆとりと生きがいを持ち、安心して

暮らしていくためには、健康寿命を延ばす取組が大切です。 

 

 そのため、保健分野においては、住民ニーズに即した予防事業・

健康増進事業の展開に努め、各種健康診断の慣習化と受診率の向上

に取り組むと同時に、メンタルヘルス対策を推し進め、引きこもり

防止や、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指し、

「いのち」を支える自殺対策を総合的に推進してまいります。 

 

 また、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援のために、

「（仮称）子育て世代包括支援センター」設置に向けた事業及び体制

整備を進めるとともに、地域で安心して子育てができる環境整備を

目指してまいります。 

 

 さらに、令和元年１０月より施行された幼児教育・保育無償化の

影響などにより保育ニーズは増加、多様化していることから、これ

らの声に応えるべく、保育サービスの充実を図るとともに、各関係

機関との連携を図ることにより、子育て世帯が安心して働ける環境

づくりに努めてまいります。 

 

 医療分野においては、急激に進行する人口減少・少子高齢化を踏
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まえ、今後、ますます生産年齢人口が減少する中で、日高圏域地域

医療構想と整合性を図りつつ、今後も町立病院が、へき地や不採算

部門の医療を持続的に提供するため、引き続き機能の集約・機能分

担を検討し、民間医療機関との連携をより一層深める取組を進めな

がら、相互が補完し、過不足のない医療供給体制の構築を目指しま

す。 

 

循環器科診療に関しては、日高圏域において唯一手術が可能な医

療機関であり、町内外からの患者様の受け入れを継続するとともに、

日高管内において不足している「地域包括ケア病床」の導入を進め、

同時に脆弱な脳血管疾患への対応を強化するため、三次医療圏内の

脳神経外科専門医療機関とＩＣＴを活用した医療連携を図ってまい

ります。 

 

 また、産科の新設や民間誘致に向けた検討・研究を推し進め、地

域で安心して子どもが産み育てられる環境整備に取り組んでまいり

ます。 

 

 介護分野においては、依然として介護業務の人手不足は深刻な状

況であり、今後さらに高齢化が進むと見込まれる中、官・民を問わ

ず地域で支える仕組みや、住民同士による支え合い、助け合いの仕

組みづくりが重要になることから、これらを踏まえながら、医療を

含めた介護サービス提供体制の構築に努めてまいります。 
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 また、現在、町が介護事業者としてサービスを展開している事業

についても、引き続き民間活力の導入や事業の必要性などを慎重に

検討するとともに、その他の介護関連事業につきましても同様に、

その「あり方」について検討を進めてまいります。 

 

急速に進む超高齢化社会に伴い、独居老人や認知症高齢者の増加

が予測される中にあって、医療と介護の両方を必要とする高齢者が、

いつまでも健康で生きがいを持って地域で暮らし、自分らしい人生

を最後まで続けられるまちづくりが必要です。 

 

 そのため、健康増進・予防並びに医療・介護・福祉の各分野が連

携し、官民が一体となって切れ目のないサービスを提供する、いわ

ゆるトータルケアシステムの構築に向け、その中心となる地域包括

支援センターや地域連携室の体制強化に努めてまいります。 

 

福祉分野においては、障がい者基本計画に基づき、障がいのある

方々の就労及び自立支援を促進するとともに、昨年度に実施いたし

ました障がい者の農業体験を今年度は実施時期などを検討しながら

継続し、「農福連携」の推進に向けて調査・研究をさらに進めてまい

ります。 

 

 長年にわたり運休状態にあるＪＲ日高線については、「全線バス転

換」という管内的な大きな方向性のもと、通学や通院などのニーズ

に応じた利便性の高い広域公共交通網の構築に向け、これまで以上
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に議論を加速させるとともに、これに接続する地域内公共交通のあ

り方も整理しながら、将来にわたって持続していくことのできる効

果的かつ魅力的な公共交通網の構築に努めてまいります。 

 

 

（6） 環境に配慮したまちづくり               

 ６点目は、「環境に配慮したまちづくり」であります。 

 

本町には、「山」、「川」、「海」などの豊かな自然や、「桜」、「馬」

などが織り成す美しい景観など、先人たちが守り築いてきた大切な

財産があり、これらを守り、育て、そして地域のために活かしなが

ら、次の世代へと大切に引き継いでいくことが、私たちに課せられ

た大きな役割であると考えています。 

 

そのため、森林の持つ治水等の多面的機能による減災効果が損な

われないように、間伐や主伐後の再造林を着実に行いながら、自然

環境の保全に努めるとともに、森林の循環により生み出される資源

が人々の暮らしの中に有効活用できる仕組みを構築することにより、

木の温もりや親しみが身近に感じられる環境づくりに努めてまいり

ます。 

 

観光においては、東京オリンピック・パラリンピックの開催や民

族共生象徴空間「ウポポイ」の開設などがあり、道内にも多くの人々

が訪れることが期待されることから、本町が持つ豊かな自然環境や
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四季折々の魅力ある景観などを活かし、関係団体や事業者等との連

携により国内外からの観光客の受け入れ体制の整備に努めるととも

に、二十間道路桜並木をはじめとする観光資源を適切に維持管理し

ながら、交流人口・関係人口の増加、さらには地域経済への波及に

繋げてまいります。 

 

 近年増え続けている空き家については、町の景観形成や防犯面・

衛生面からも危惧される点が多いことから、新ひだか町空家等対策

計画に基づき、空家バンクを活用した居住の推進を図り、移住政策

等や空洞化が進行する市街地地域への対策と連動しながら、賑わい

のある地域として維持・発展させていくことができるよう、まちな

か居住を促進させる仕組みを検討してまいります。 

 

また、適切な管理が行われていない空き家については、所有者に

対し、法に基づいた維持管理を促すことで、生活環境の保全に努め

てまいります。 

 

先住民族であるアイヌの人々の施策については、昨年１１月に策

定した「新ひだか町アイヌ施策推進地域計画」を基本に、貴重な伝

統や文化を将来にわたって伝承していくことができる環境や仕組み

づくりに努めるとともに、これらに対する住民の理解促進を図りな

がら、アイヌの人々が民族としての誇りを持ち、心豊かに暮らして

いくことができる地域になるよう、国や北海道、関係団体等と連携

しながら取り組んでまいります。 
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４．むすび 

ただ今、まちづくり全般にわたり今後に向けた考え方や方向性な

どを申し上げましたが、これらの多くは行政だけで進められるもの

ではなく、町民の皆様はもちろんのこと、議会の皆様、関係機関・

団体の皆様と力を合わせて取り組んでいくことが必要不可欠である

と考えています。 

 

町の将来に対しては、人それぞれ様々な考えがあり、意見の食い

違いなどもあると思いますが、「この町を盛り上げたい」という想い

は一緒であると考えていますし、そういう想いのもと、相手を指摘・

批判するだけの関係ではなく、それぞれの立場や主張などを理解・

尊重しながら一つひとつの課題に誠実に向き合っていくことができ

れば、その先にはきっと明るい未来が広がっていると信じています。 

 

また、私たち大人が、将来に夢や希望を持ち、そこを目指して全

力で取り組む姿を見せることこそが、町の将来を支える人づくりに

繋がっていくものと考えています。 

 

目の前に立ちはだかる壁は非常に高く、容易に乗り越えられる状

況にはありませんが、職員と一丸となり全身全霊で取り組んでまい

りますので、引き続き、皆様のご理解、ご協力を切にお願い申し上

げ、令和２年度における町政執行の方針といたします。 

 


